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作成部隊等名 補給統制本部  航空部 

1 総則 

1.1 適用範囲 

 この仕様書は，陸上自衛隊において使用する航空機（国産）（以下，“航空機”という。）の調達

における共通事項について規定する。 

1.2 用語及び定義 

 この仕様書で用いる用語及び定義は，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１及びＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ１５０

０２１による。 

1.3 引用文書等   

1.3.1 引用文書   

 この仕様書に引用する次の文書は，この仕様書に規定する範囲内において，この仕様書の一部を成

すものであり，入札書又は見積書の提出時における最新版とする。 

 なお，適用の優先順位は，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１の1.4による。契約後当該文書に改正が

あった場合には，その適用について別途協議する。 

a) 規格 

ＪＩＳ Ｐ ０１３８      紙加工仕上寸法 

b) 仕様書 

ＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ１５００２１ 陸上自衛隊航空機用部品（国産）共通仕様書 

ＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ１５００２２ 陸上自衛隊航空機用部品（輸入）共通仕様書 

ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１ 陸上自衛隊装備品等一般共通仕様書 

c) 法令等 

労働安全衛生法施行令（昭和４７年政令第３１８号） 

防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令（昭和３３年総理府令第１号） 

装備品等の製造設備等の認定に関する訓令（昭和５０年防衛庁訓令第４４号） 

秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号） 
特別防衛秘密の保護に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３８号） 
特定秘密の保護に関する訓令（平成２６年防衛省訓令第６４号） 
陸上自衛隊整備規則［陸上自衛隊達７１－４号（５２．１２．２４）］ 

陸上自衛隊補給管理規則［陸上自衛隊達第７１－５（１９．１．９）］ 

航空機等の製造又は整備に使用する航空機燃料の航空機燃料税法上の取扱いに関する事務処理 

について（通達）［装事航第３６１号（２７．１０．１）］ 

補給カタログ及び整備諸基準作成要領［補統装計第１７８号（３１．３．１８）別冊］ 
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官給品等の管理及び処理手続要領［補統航第２４３号（５．１０．２７）別冊］ 

d) その他 

ＭＯ－７００－１       陸上自衛隊航空機等整備実施規定 

ＭＯ－７００－２       陸上自衛隊航空機等整備実施規定 

ＭＯ－７００－３       陸上自衛隊航空機等整備実施規定 

ＭＯ－７００－４       陸上自衛隊航空機等整備実施規定 

ＭＯ－７００－６       陸上自衛隊航空機等整備実施規定 

ＭＯ－７００－１２      陸上自衛隊航空機等整備実施規定 

1.3.2 関連文書 

 関連文書は，次による。 

a) 仕様書 

ＧＡＶ－ＣＧ－Ｚ８１００２１ 陸上自衛隊航空機用部品包装共通仕様書 

b) 法令等 

航空法（昭和２７年法律第２３１号） 

航空機製造事業法（昭和２７年法律第２３７号） 

調達品等に係る監督及び検査に関する訓令（昭和４４年防衛庁訓令第２７号） 

防衛省所管物品管理取扱規則（平成１８年防衛庁訓令第１１５号） 

初回試験事務処理要領について（通知）［装管企第３０９号（２７．１０．１）］ 

 

2 製品に関する要求 

2.1 認定 

 航空機の構成部品，材料など（以下，“部品等”という。）のうち，製造設備などの認定を必要と

するものは，“装備品等の製造設備等の認定に関する訓令”を適用する。 

2.2 要求性能など 

 航空機は，個別仕様書に規定する要求事項及び適用型式仕様書並びに適用の図面を満足しなければ

ならない。 

2.3 使用禁止材料 

 部品等に，“労働安全衛生法施行令”で製造などを禁止している材料を使用してはならない。 

2.4 技術変更など 

 技術変更などは，次による。 

a) 契約の相手方は，2.2に規定する要求性能などで変更する必要が生じた場合には，ＭＯ－７００

－３に示す区分によって，技術変更提案（以下，“ＥＣＰ”という。）を行う。 

   なお，実施決定のＥＣＰは，この仕様書の一部とする。 

b) a)の区分に属さない技術変更は，地方防衛局調達部長，支局長又は防衛事務所長に通知の上，実

施する。 

c) 契約の相手方は，a)及びb)に関わる技術変更を行った場合には，契約完了後速やかに“技術変更

一覧表”(図1）を陸上幕僚装備計画部航空機課に１部及び陸上自衛隊補給統制本部航空部に２部

提出する。ただし，b)に関わる技術変更は，陸上自衛隊航空機等整備実施規定，補給カタログ及

び取扱書（別冊操縦士用点検表等”を含む。）に影響を与える場合に限り記載する。 

2.5 塗装 

 塗装は，個別仕様書による。 
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2.6 標識・製品の表示 

2.6.1 標識 

 標識は，ＭＯ－７００－６によるほか，型式仕様書による。 

2.6.2 製品の表示  

構成部品のうち，国産品の表示は，ＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ１５００２１の2.4による。輸入品の表示は，

ＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ１５００２２の2.4による。 

2.7 保管期限統制 

 部品等の保管期限統制は，ＭＯ－７００－４による。 

 

3 品質保証 

3.1 初回試験 

 航空機の部品等のうち，初回試験を必要とするものは，ＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ１５００２１の3.1によ

る。 

3.2 輸入する部品等の受入検査 

 輸入する部品等の受入検査は，次によるほか，ＧＡＶ－ＣＧ－Ｗ１５００２２に定める条件を満足

するものでなければならない。 

a) 適用の図面，仕様，規格などの要求事項を満足していることを証明する検査成績書又は証明書な

どの書類の確認 

b) 外観検査（識別を含む。） 

c) 寸法検査，機能検査，非破壊検査，その他の検査のうち，必要と認められる検査 

3.3 完成検査 

 完成検査は，次による。 

a) 契約の相手方は，完成機について，次に示す検査及び試験を行う。 

1) 主要寸法検査及び重量・重心検査 

2) 地上運転検査 

3) 飛行前点検 

4) 飛行試験 

5) 飛行後点検 

b) a)に定める検査，点検及び試験の基準は，ＭＯ－７００－１２によるほか，個別仕様書による。 

なお，飛行試験の実施要領は，あらかじめ監督官等の審査を受ける。 

3.4 監督・検査 

 監督及び検査は，契約担当官等が定める監督・検査実施要領によるほか，官側の行う完成検査のう

ち，飛行試験は，全機について行う。ただし，契約の相手方の行う飛行試験に立会し確認した場合は，

その一部を省略することが可能である。 

 

4 出荷条件 

 出荷条件は，次による。 

a) 附属品の包装は，機体に装着又は搭載する場合を除き，輸送に安全な包装を行う。 

b) 航空機の受渡場所は，契約の相手方の工場とする。また，契約の相手方は，航空機を納入後受領

部隊などが空輸するまでの間に，必要とする保管，整備作業及び空輸のための準備作業を行う。 
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5 その他の指示 

5.1 官給品・無償貸付品 

5.1.1 官給品 

 官給品は，次によるほか，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１の箇条5による。 

a) 航空機の製造に必要とする部品等及び附属品のうち，官給品は，個別仕様書に示す。ただし，

5.4に示す履歴簿［ファイル，（重量・重心記録）を含む。］は，必要の都度，b)による請求手

続を行い，官給を受ける。 

b) 官給品の請求手続，使用後の手続及び返品は，“官給品等の管理及び処理手続要領”による。 

5.1.2 無償貸付品 

 契約の相手方は，航空機の製造に必要な設備，機器，治工具などで国の所有する物について，契約

担当官等を通じて，物品管理官等（分任物品管理官を含む。）と協議のうえ，無償貸付を受けること

が可能である。 

 なお，取扱手続は，“防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令”及びＧＬＴ－

ＣＧ－Ｚ０００００１の箇条5による。 

5.2 附属品・予備品 

 契約の相手方は，個別仕様書に示す附属品（又は予備品）を適用の図面などによって製造し，航空

機と同時に納入又は引き渡さなければならない。 

5.3 承認用図面等 

 承認用図面等は，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１の箇条6による。 

5.4 納入書類  

納入書類は,次による。 

a) 契約の相手方は，“陸上自衛隊整備規則”及びＭＯ－７００－２の６－２項に示す整備記録など 

  及び3.3 a) 1)，2)，4)の検査成績表を航空機とともに納入しなければならない。 

b) 個別仕様書に定める要求事項を満足する型式仕様書（技術資料）を１部，陸上自衛隊補給統制本 

  部航空部に提出する。 

5.5 その他の事項 

5.5.1 技術活動 

 契約の相手方は，監督官等の確認を受け，次による技術活動を行う。 

a) 航空機の不具合事項に関する資料の収集及び対策の立案 

b) ＥＣＰに関する検討及び対策の立案 

なお，細部は，ＭＯ－７００－３による。 

c) 航空機等不良状況（ＵＲ）調査に関する技術検討及び報告 

なお，細部は，ＭＯ－７００－３による。 

d) 航空機等改造等提案書（ＭＷＯＰ）の検討及び提出 

なお，細部は，ＭＯ－７００－３による。 

e) 航空機整備実施規定及び補給カタログに関して，一部変更（案）の陸上自衛隊補給統制本部航空

部への提出 

   なお，航空機整備実施規定は，ＭＯ－７００－１及びＭＯ－７００－３による。また, 補給カ

タログは, “陸上自衛隊補給管理規則”及び“補給カタログ及び整備諸基準作成要領”による。 

f) 代替部品，材料などの技術的検討及び検討結果（２部）の陸上自衛隊補給統制本部航空部への

提出 
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g) ライセンサ及び製造者などの技術情報の検討・管理及び検討結果（２部）の陸上自衛隊補給統制

本部航空部への提出 

h) 技術援助契約などに伴う社内活動 

i) 陸上幕僚監部装備計画部航空機課及び陸上自衛隊補給統制本部航空部（以下，“航空機課等”と

いう。）からの依頼による部隊運用中の航空機などの不具合事項及び取扱整備などについての技

術資料の収集・検討及び検討結果の航空機課等への通知 

j) 航空機課等からの依頼による整備に関して部隊などからの派遣隊員に対する技術指導 

k) 航空機課等からの依頼による技術的調査事項に対する技術資料の収集・検討及び検討結果の航空

機課等への通知 

5.5.2 試験など 

 契約の相手方は，航空機を製造するために必要とする技術研究，試験及び調査を行わなければなら

ない。 

 なお，実施に当たって，実施要領書（３部）を契約担当官等に提出して，承認を受ける。また，試

験など終了後，報告書（２部）を作成して，陸上幕僚監部装備計画部航空機課に提出する。 

5.5.3 航空燃料の取扱い 

 契約の相手方は，航空機の社内飛行試験及び官側の行う飛行試験に使用する航空燃料の積込み又は

取卸しは，“航空機等の製造又は整備に使用する航空燃料税法上の取扱いに関する事務処理について

（通達）”によって行う。 

5.5.4 秘密保全 

秘密保全は，次による。 

a) 契約の相手方は，装備品等の製造などに関わる物件，文書，図面などで“特別防衛秘密”，“特

定秘密”又は“秘密”に指定されているものの取扱いは，“特別防衛秘密の保護に関する訓

令”，“特定秘密の保護に関する訓令”又は“秘密保全に関する訓令”によって，その取扱いに

万全の注意を払わなければならない。 

b) 契約の相手方は，契約の履行に当たり直接又は間接にかかわらず知り得た事項の管理に万全を期

するとともに，別途利用その他への公表などは防衛省の承認なく行ってはならない。また，契約

終了後も，同様とする。 

c) 契約の相手方は，官側の施設内の場合，整備実施場所以外においても無許可の撮影をしてはなら

ない。 

d) 契約の相手方は，関連する物件，文書，図面などの保管場所・要領についても万全の注意を払わ

なければならない。 

5.5.5 その他の必要事項 

 その他の必要事項は，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１の箇条8による。 



 

 

-
 

技 術 変 更 一 覧 表 
 

機 種 調達要求番号 会社名 

一連番号 変更区分 承認又は変更 

年 月 日 

変更内容 変更理由 適用号機 備考ａ） 

       

 

注記1 用紙は，ＪＩＳ Ｐ ０１３８のＡ４とする。 

注ａ） 備考欄には，整備実施規定，補給カタログ及び取扱書（別冊“操縦士用点検表等”を含む。）の変更の要否，その他必要事項を記入 

する。 

 

図１－技術変更一覧表の様式 
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